
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

<総括>
2020年 は新型コロナウイルスが日本にも上陸し、緊急事態宣言が発出されるなどした
ため、当NPOの活動もセミナーや個別相談などに大きな制約を受けた。一方、都市農家
にとつては、生産緑地2022年 問題を目前にして、「特定生産緑地」の指定、「買取り申
出」など今後の選択方法を検討する極めて重要な年でもあつた。そのため、支援の手を緩
めることはできず、ホームページ、印刷物配布、電話対応などの活動に重点を置いた。た

だし、新型コロナウイルスの広がりの影響は避けられず、今後の活動への課題も残した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【231.95】 千円)

(2)その他の事業

実施せず

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受蚕

対象者
範囲

受蚕
対象者
人数

事業費
(千 円)

生産緑地再生
事業

1.「生産緑地 2022年問題」
関連の各種情報の収集
および都市農家の取り

組み方の研究

2.ホームページの運営
研究成果の情報化、特
に「生産縁地 2022年間
題」関連の各種情報の

作成、ネットにて公開

3.書籍「生産緑地はこう活
用する 0&A」 (当研究会
専務理事・共著)の希望
者への配布

4.「生産緑地ニュース」

作成、印刷、配布

5.生産緑地セミナー協力

(1回 )

6.生産緑地関連の取材対
応 (1回 )

7.上記活動による問い合
わせ、相談対応

通年 (1月
～12月 )

同上

同上

4、 6、 8、 10

月

8月

10月

通年 (1月
～12月 )

事務所

事務所

事務所

事務所

さいたま

事務所

事務所

3名

3名

2名

3名

2名

1名

2名

都市農家
のほか、
都市農家
や生産緑
地に関心
があるデ

イベ ロツ
パー、税

理士、金

融機関

都市農家

都市農家

都市農家

住宅新報
の読者

都市農家

ホームペ

ージ含め

全国多数

同上

希望者
25

累計 3000

以上

都市農家
7名ほか

読者多数

10件上

10

24

9.75

60

126

2.2

0

0



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度 活動計算書 (そ の他事業がない場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会

金   額

1

正会員受取会費 (年 12,000X10名 ) 120,000

2

受取寄附金 (30,000円 ×3口 ) 90,000

3

4
セ ミナー協力 50,000

5 の

受取利息 0

120.000

90,000

0

50.000

0

260.000
B

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2

研究費
ホームページ運営費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本 (生産緑地ニュースコピー印刷分担分)1500部 X40円

発送費 (生産緑地ニユース発送の関係機関との分担分1500部 ×84円 )

25冊 X390

2

1

役員報酬
給料手当 (日 経団ビジネス開発から出向)

退職給付費用
福利厚生費

2 の

消耗品費
水道光熱費 (日 経団ビジネス開発が負担)

通信運搬費
地代家賃 (日 経団ビジネス開発が負担 )

旅費交通費
減価償却費

0

0

0

0

10,000
24,000
2,200

0

0

60,000
126,000

9,750

231,950

231,950

0

0

0

0

0

12,500
0

24,120
0

15,840

0

52,460

52.460
284,410

A △24.410

固 産 売

過年度損益修正益

0

0

D

災害損失

0

0

0

当 期 経 常 外 増 減 額 C D
△ 24.410

0
127.384

102.974

日

31  1経  1= タ

F常 外 1■ 益

【 常 外 費 f

l   コ 正  味  財  暉 i:1 ,(1)+(2)・ ・ ・ (



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度  貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会

金   額

A
1

2

の

(1 ) 形固

(2)

(3

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

102,974
102,974

【A】 資 ①+②産 合 計 102,974

2

+

1

B-1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

127,384
△ 24,410

【B-2

正 味 財 産 合 計

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 102,974

■聞 ■■■

■■■■■■璽壼回

■■:罰■

|三
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令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会

告 鵡 ハ′ヽ ヨ■十 ■々塁 ズ ′よ7ヽ 口[ノJy[                                              _

計算書類の作成は、まだ小規模で計算書の該当項 目も少なく一般的な会計方式で作成。今後NPO基 準を検討。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法    棚卸資産は特になし。

(2)固 定資産の減価償却の方法        現在固定資産なし。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金             (な し)

引当金               (な し)

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理 (出向者は出向元デスクで作業。会計処理はなし。 )

(5)消 費税等の会計処理

事業別損益の状況

(税込み)

*通信費、消耗費は管理費処理

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

，

一

（
●

科 目
生産緑地再生

事業 事業 事業 事業
事業部門計 管理部門 合計

120,000 120,000
90,000 90,000

50,000 50,000 50,000

50,000 50,000 210,000 260,000

(ス タッフは出向および会員のボランティア協力)

10,000 10,000 10,000

24,000 24,000 24,000

2,200 15,840 18,0402,200

60,000 60,00060,000
135,750135,750 135,750
24,12024,120

12,500 12,500
284,410231,950 231,950 52,460

△ 24,410△ 181,950 157,540

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
研究費
ホームヘ・―デ運営費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
発送費
通信費
消耗品

経常費用計

当期経常増減額

■■■■
■■■■■

内容 金額 算定方法
部屋、机、椅子 0 算定方法なしで無料借用



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は102,974円 ですが、そのうち0円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は102,974円 です。

5.固 定資産の増減内訳

(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(単 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

新型コロナウイルスによる外部活動の制約下で、生産緑地指定後 30年の 2022年 問題が迫っていたため、
マイナス覚悟で情報提供を強化、都市農家支援に努めた。

その他の事業に係る資産の状況

なし

円

７

・

ｎ

〕

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

な し

合計

*制約された寄附金なし

■■■■

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

なし
なし

なし

なし

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

ユ
ー

ヨ

ロ〈
ロ

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員
との取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

な し

な し

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 椰市農家再生研究会

(単位■再)

金  額 」ヽ

現金預金
手元現金

102,974 102.97
102,974

未収金

2
1

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン (*日 経団ビジネス開発腕所有を使用)

0

(2) 形 固

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフ ト

3 の

敷金

【A】 資 産 合 計 ①+② 102,974

未払金

源泉徴収税

長期借入金

弓|

2

1

預 り

B-1

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 102.97

■■■Ш理 コ

■■■H■ 口■■

) 11,



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事来年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有鮨を配載した名簿)

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 匝憂]・ 監事
タナカ カズアキ

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日
無

田中 ―昭

2 睡憂]・
監事

フジタソウイチロウ
令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日
無

藤田 壮―郎

3 巨憂]・ 監事
コムロ ヒサシ 令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日 無

小室  恒

4 理事。匡∃
キヌガワロクロウ

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日 無

衣川 六郎

5 理事・監事

年  月  日

年   月   日

年

年

月

月

日

日

6 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年   月   日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 都市農家再生研究会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 田 中 昭

2 小 室   恒

3 藤 田 壮―郎

4 湯 澤 貴

5 筑 前 向 司

6 衣 りll 六 郎

7 中 村   優

8 荒 井 正 和

9 渋 澤 宏 美

10 中 りll 信 吉

11

12


